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研究成果の概要（和文）：　ファイナンス・リテラシーに関する先行研究のレヴューから，ファイナンス・リテラシー
概念が拡大・展開している一方，測定尺度は，「合理的経済人」という概念にとどまっていることから，批判的思考を
取り入れた概念としてとらえ，測定する必要性が指摘された。また，ファイナンス知識とともに，パーソナル・ファイ
ナンス効力感やファイナンス行動などの関連概念の成人期発達の検討では，概ね，20代から60代にかけて得点が上昇す
ること，ファイナンス行動を除き，男性は女性よりも得点が高いこと，夫婦では，夫のファイナンス知識の夫婦双方の
結婚満足度に関連することが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The latest definition of financial literacy has been expanded to ‘consumers' 
financial behaviour' or ‘consumers' interactions with their social and economic environment'. Next, 
measurement scales of financial literacy are generally composed of declarative knowledge and numerical 
ability tests concerning personal finance. Moreover, it was addressed that, in previous studies, 
financial literacy has been based on the traditional concept of ‘homo economicus', and suggests the 
development of a new scale that includes items from the viewpoint of critical thinking.
 Then the empirical study showed that financial knowledge, personal financial efficacy, financial 
behaviour, and financial satisfaction generally increased from 20's to 60's and that, on those concepts 
but finance behaviour, the scores of men were more than those of women. Moreover, in the focus on marital 
couples, finance knowledge of husbands correlated with marital satisfaction of not only husbands but also 
wives.

研究分野： 発達心理学
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１．研究開始当初の背景 
 夫婦にとって「お金」とは，収入の高低が

結婚満足度と関連するものであるのみなら

ず，結婚の初期から夫婦にとって中心的な話

題であるとともに(Marshall & Skogrand, 
2004)，どのように分配し，使うかという点

においても，夫婦に緊張をもたらすものであ

り(Pahl,1983)，心理的なディストレスや離婚

の予測因となっている(Benjamin & Irving, 
2001; Dew,2007)。また，そのような家族成

員の心理的健康に悪影響を及ぼす家計経済

の困難さは，経済的な知識に欠けることに起

因していることも示されており(John,1999)，
お金をどのように使うかといったいわゆる

経済リテラシー(以下，ファイナンシャル・リ

テラシー)の獲得が青年期以降の発達に重要

な位置を占めていることが指摘されている

(Jorgensen,2007;安藤,2007)。しかしながら，

ファイナンシャル・リテラシーに関する研究

は青年期を対象としたファイナンス教育の

ほか，消費者(consumer)として成人を対象に

した研究や，リタイア後の生活に関する高齢

期の研究がみられるものの，子育て中の親を

対象とした家計を扱うファイナンシャル・リ

テラシーの研究は洋の東西を問わずなされ

ていなかった。 
 一方，子育て家庭における家計の収入管理

という家庭内役割に着目してみると，その役

割を夫婦がどのように担うのかといった点

について，夫婦で相互に調整することが家族

発達の課題として挙げられている(Carter & 
McGoldrick,2004)。これらを踏まえ，貨幣配

分のタイプを手掛かりに共働き夫婦の親役

割の相互調整について検討した研究 (神
谷,2010)では，①夫婦が希望するタイプが反

映される場合にのみ，相互調整が果たされる

こと，②相互調整が果たされない場合には，

ジェンダー不均衡が起こり妻に役割の負担

がかかること，結果として，③現状の家計収

入管理について妻の方が不満をもっている

ことが明らかになっており，夫婦のファイナ

ンシャル・リテラシーの差違により夫婦関係

に齟齬をきたしている可能性が示唆されて

いた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は，家族にとって中心的な話題であ

る「お金」に着目し，夫婦間相互調整の課題

としてのファイナンシャル・リテラシーの問

題(神谷,2010)に着目した。具体的には，夫婦

双方のファイナンシャル・リテラシーに着目

し，ジェンダー不均衡として妻側に負担がか

かっている家計収入管理に焦点をあてるこ

とから，当初，次の 2つの目的を掲げていた。 
 
【目的 1】家計に着目したファイナンシャ

ル・リテラシー尺度を開発する 
【目的 2】ファイナンシャル・リテラシー尺

度を用いて，20 代から 60 代にかけての

横断的な変化を明らかにするとともに，

子どものいる家庭を中心に，家計収入管

理や夫婦関係に関する諸変数との関連

についても検討する。 
 
 具体的には，【目的 1】の尺度開発にあたり，

従来のファイナンシャル・リテラシー尺度に

ついてのレヴューを行なう。そこで，研究Ⅰ

として，先行研究に基づき，ファイナンシャ

ル・リテラシーの定義について検討するとと

もに，従来のファイナンシャル・リテラシー

尺度の開発状況と課題についてまとめるこ

ととした。さらに研究Ⅱ(【目的 2】)として，

レヴュー論文の成果を踏まえ，ファイナンシ

ャル・リテラシーの一側面として，パーソナ

ル・ファイナンス効力感尺度(以下，PF 効力

感尺度)を開発するとともに，ファイナンス知

識，ファイナンス行動など関連する概念につ

いて，成人期の発達的様相を検討することを

目的とした。 
 
３．研究の方法 
[研究Ⅰ]  
”financial literacy”ならびに，「経済リテラ

シー」「金融リテラシー」「ファイナンシャ

ル・リテラシー」をキーワードとして，

PsycINFO や CiNii で検索するとともに 
Huston(2010)や Robb(2012)のレヴュー，

ならびに Grable et al.(2011)の尺度集から，

ファイナンシャル・リテラシーに関する尺

度を掲載している論文を収集した。最終的

に 223 編が収集された。これらをもとに「フ

ァイナンシャル・リテラシー」の定義につい

て検討するとともに，ファイナンシャル・リ

テラシー尺度の具体的な項目が記載されて

いたのは 35 編を，尺度検討に用いることと

した。 



[研究Ⅱ] 
 PF 効力感尺度の開発にあたり，家計経済

研究所の報告書や金融経済教育推進会議

(2014)による『金融リテラシーマップ』を

参考とし，筆者と経済学研究科の大学院生

1 名による協議を通して，項目の妥当性や

表現に関する吟味を行った。さらに，イン

ターネット調査で予備調査を行い，表現の

確認や文言の修正を行った。 
 本調査は，2016 年 2 月に実施した。イ

ンターネット調査会社を通じて，性別，年

齢の偏りを防ぐために，20 歳代から 60 歳

代以上の 10 歳刻みで 5 群，性別で 2 群の

計 10 群に各群 100 名ずつのデータを収集

することとした。さらに既婚者に対しては，

配偶者にも調査の協力を依頼し，夫婦ペア

で検討できるようにした。 
 調査項目は，PF 効力感尺度，ファイナ

ンス知識，ファイナンス行動，ファイナン

ス満足感などに加え，既婚者には，夫婦関

係満足度を訪ねた。なお，PF 効力感には，

回答に対する真摯さを検討する目的で 2 項

目のダミー項目を設けた。また，大問ごと

に，web ページが画面に表示されていた時

間を測定した。このダミー項目ならびに表

示時間が極端に短く，設問を読んでいない

と判断される回答者を排除し，以下の分析

では，未婚者 295 名(男性 148 名，女性 147
名)，既婚者 487 名(男性 225 名，女性 262
名)を対象とする。 
 
４．研究成果 
[研究Ⅰ] 
 研究Ⅰでは，ファイナンシャル・リテラシ

ーの定義と測定尺度を検討する中から，ファ

イナンシャル・リテラシーを測定するにあた

っての問題点や課題について整理すること

を目的とした 
 まず，ファイナンシャル・リテラシーの定

義について，ファイナンスの内容領域とリテ

ラシーの意味をそれぞれ検討する必要があ

ることが示された。 
 内容領域に関して，諸研究を概観する中か

ら，(a)基礎的領域，(b)クレジット・借入，(c)
貯蓄・投資，(d)保険・保障の 4 領域が，共通

する領域として考えられた。また，リテラシ

ーの意味については，知識と同義とみなすも

のと，その知識を適用するスキルや意思決定，

あるいは自信を含むものなど多岐にわたっ

ており，さらに近年では，ファイナンシャ

ル・ケイパビリティという新たな概念に展開

していることが示された。 
 一方，ファイナンシャル・リテラシーを扱

った実証研究における定義では，リテラシー

を知識と同義としているものも少なくはな

く，適用の側面を含めた項目でも，「計算問

題」といった手続き的知識を含むものでしか

なく，自信や態度は，リテラシーとは異なる

概念(変数)として測定されていた。また，リ

テラシーを尋ねる際に，主観的な知識量を尋

ねた研究があることも示された。また，内

容・領域について 4 領域を含む尺度は 11 編

しかなく，それほど多くないこと。さらに，

信頼性や妥当性について検討されているも

のも少ないことが明らかとなった。 
 さらに，従来のファイナンシャル・リテラ

シーが客観的知識について尋ねていたとい

うことは，上述のファイナンシャル・ケイパ

ビリティのような概念の拡張との間に齟齬

がみられていること，そのため，今後はリテ

ラシー概念の中に，批判的思考を含む必要性

があることが指摘された。 
 
[研究Ⅱ] 
 [研究Ⅰ]で見られたように，ファイナンシ

ャル・リテラシーの測定に関しては，その概

念が急速に拡張，展開していることから，

様々な水準で検討することが必要であると 

考えられた。また，ファイナンシャル・リテ

ラ シ ー 尺 度 に 関 し て は ， Walstad ＆ 
Rebeck(2005)によるFFFLが山岡ら(2013な

ど)によって日本語に訳されていることが明

らかになったため，本研究では，FFFL によ

る横断的な発達的検討を行うとともに，今後

の夫婦研究に資するために，パーソナル・フ

ァイナンス効力感尺度(以下，PF 効力感尺度)
を開発することとした。以下，本成果報告書

では，作成された 35 項目による PF 効力感尺

度，FFFL のほか，ファイナンス満足感，フ

ァイナンス行動について，20 代から 60 代ま

でジェンダー差を含めて検討した結果を報

告する。 
 
(a) FFFL の横断的検討 
年齢(20 代から 60 代まで 5 段階)×性別

(男・女)を独立変数とし，FFFL(25 問)の正



答数を従属変数とした 2 要因分散分析を行

っ た 。 そ の 結 果 ， 年 齢 の 主 効 果 が

F(4,772)=7.68, p<.01,ηp2=.04，性別の主

効果が F(1,772)=6.31, p<.05,ηp2=.01 で有

意であったが交互作用は有意ではなかった。

年齢について多重比較(bonferroni)を行っ

たところ，20 歳代<40 歳代・50 歳代・60
歳代，30 歳代<60 歳代の年代で差が有意で

あり，年長になるにつれて概してファイナ

ンスに関する知識が増加していることが明

らかとなった。また，性別については，男

性のほうが女性よりも得点が高いことが示

されていた。 

 
(b) PF 効力感の横断的検討 
 同様に，年齢と性別を独立変数，PF 効

力感を従属変数とした 2 要因分散分析を行

っ た 。 そ の 結 果 ， 年 齢 の 主 効 果 が

F(4,772)=12.89, p<.001,ηp2=.06，性別の

主効果が F(1,772)=4.07, p<.05,ηp2=.01 で

有意であり，交互作用は有意ではなかった。

年齢について多重比較(bonferroni)を行っ

たところ，20 歳代<40 歳代・50 歳代・60
歳代，30 歳代・40 歳代<60 歳代の年代で

差が有意であり，年長になるにつれて概し

てファイナンスに関する知識が増加してい

ることが明らかとなった。また，性別につ

いては，男性のほうが女性よりも効力感が

高いことが示されていた。 
 
(c) ファイナンス行動の横断的検討 
 年齢と性別を独立変数，ファイナンス行

動を従属変数とした 2 要因分散分析を行っ

た。その結果，性別の主効果のみ有意であ

り（F(1,772)=11.77, p<.01,ηp2=.02 で有意

であった。交互作用は有意ではなかった。

平均値より，女性のほうが男性よりもファ

イナンス行動が高いことが示されていた。 
 

 
(d) ファイナンス満足感 

年齢と性別を独立変数，ファイナンス満足

感を従属変数とした 2要因分散分析を行った。

その結果，年齢の主効果が F(4,772)=8.94, 
p<.001, η p2=.04 ， 性 別 の 主 効 果 が

F(1,772)=4.68, p<.05, ηp2 =.01 で有意であ

り，交互作用は有意ではなかった。年齢につ

いて多重比較(bonferroni)を行ったところ，

20 歳代・30 歳代・40 歳代・50 歳代<60 歳代

の年代で差が有意であり，60 歳代だけが，よ

り若い世代よりもファイナンス満足感が高

いことが示されていた。また，性別について
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は，男性のほうが女性よりも満足感が高いこ

とが示されていた。 
 
(e) 尺度間相関 
 FFFL，PF 効力感，ファイナンス行動，フ

ァイナンス満足感の 4 尺度について，性別ご

とに尺度間相関を求めた。その結果，FFFL，
ファイナンス満足度，ファイナンス行動など

の関連は低度から極めて弱い正の相関があ

ること，概して女性の関連は男性に比して係

数が低いこと，ファイナンス行動と PF 効力

感にはやや高い相関がみられることが示さ

れた。 

 
(f) ペアデータによるファイナンシャル・リ

テラシーと夫婦関係満足度との関連 
 ファイナンス知識の多寡が夫婦関係に及

ぼす影響について検討するために，夫婦ペア

データを用いて，夫婦それぞれが持つファイ

ナンス知識が，夫婦双方の夫婦関係満足感と

どのように関連するかについて検討した。フ

ァイナンス知識の多寡については，FFFL の

得点で，正答率 50％を基準として，12 点未

満を FFFL 低群，13 点以上を FFFL 高群と

した。本調査で，夫婦双方に協力してもらっ

た既婚者 487 組の夫婦ペアデータについて，

夫と妻のファイナンス知識の高低と夫婦ペ

アを独立変数とし，夫婦関係満足度を従属変

数とした3要因の分散分析(被験者間2要因＊

被験者内(夫婦ペア)1 要因)を行った。その結

果，夫婦ペアの反復要因が F(1,483)=14.40, 
p<.001,ηp2=.03，夫の FFFL の高低の主効

果がF(1,483)=16.19, p<.001,ηp2=.03で有

意であったほか，2 次の交互作用に有意な

傾向がみられた(F(1,483)=3.47, p<.10,η
p2=.01)。これまでの研究で多く確かめられ

ているように，夫の夫婦関係満足度は妻よ

りも高いことが示されたとともに，夫のフ

ァイナンス知識の多寡が，夫自身の夫婦関

係満足だけでなく，妻の夫婦関係満足にも

関連していることが示された。 
 
［研究のまとめ］ 

研究Ⅰでは，新たな尺度開発を目指し，こ

れまでのファイナンシャル・リテラシーに関

する研究について，その定義と測定尺度を検

討することとした。その結果，最新の定義で

は，消費者のファイナンス行動や消費者の社

会・経済的環境との相互作用を含めた側面に

まで拡張されてきていることが示された。一

方で，従来のファイナンシャル・リテラシー

に関する測定尺度は一般的に，パーソナル・

ファイナンスに関する宣言的知識と数的処

理能力によって構成されていることが明ら

かとなった。さらに研究Ⅰでは，それら従来

のファイナンシャル・リテラシーが，伝統的

な「合理的経済人」の概念に基づいているこ

とを指摘し，批判的思考の観点に基づく項目

を含んだファイナンシャル・リテラシー尺度

の開発を提案した。 
研究Ⅱでは，ファイナンス知識，パーソナ

ル・ファイナンス効力感，ファイナンス行動，

ファイナンス満足感それぞれについて，20
代から 60 代の成人男女を対象にその発達的

変化を横断的に検討した。その結果，いずれ

の尺度も，概ね，若年層よりも高齢層の方が

得点が高く，年齢を重ねるにつれて，ファイ

ナンスに関する知識や行動のみならず，効力

感や満足度といった心理的変数についても，

上昇することが示唆された。ただし，ファイ

ナンス行動や満足度は，特に 60 代で他の年

代よりも高いことが示されており，高度経済

成長期に 10 代を過ごしたコホートの影響の

可能性も指摘できる。また年代にかかわらず，

ファイナンス知識，パーソナル・ファイナン

ス効力感，およびファイナンス満足感につい

ては，女性よりも男性のほうが高く，ファイ

ナンス行動のみ男性よりも女性のほうが高

いことが示されていた。また，いずれの尺度

も中程度からごく弱い正の相関がみられた

が，パーソナル・ファイナンス効力感とファ

イナンス行動との間にはやや強い正の相関

が男女ともに見られた。さらに，ペアデータ

が得られた夫婦を対象に，ファイナンス知識

の多寡と結婚満足度との関連を検討したと

ころ，夫のファイナンス知識が多いほうが，

夫だけでなく，その妻の結婚満足度も高いこ

とが示された。これらの結果は，従来，「稼

ぎ手役割」が男性の役割として位置づけられ

てきたことと合わせて解釈されるとともに，

今後より，夫婦の性役割観によるペアリング

について検討を進める必要があることが指

FFFL FS FB PFE

FFFL(生活経済テスト) ― .19 *** .13 *** .29 ***

ファイナンス満足度(FS) .20 *** ― .26 *** .48 ***

ファイナンス行動(FB) .27 *** .28 *** ― .61 ***

PF効力感(PFE) .39 *** .39 *** .62 *** ―
*** p <.001

左下：男性(n=373)，右上：女性(n=409)

男女別の尺度間相関
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